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1　はじめに
　わが国においては，昭和32年（1957年）にいわゆる正規の財務諸表監査が始まり，以来，約50
年強にわたって法律に基づく制度として財務諸表監査が実施されてきた。この間，紆余曲折があり
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苦い歴史もあったが，財務諸表監査制度は，財務諸表に示された財務情報の検証として，証券・資
本市場において重要な役割を果たしてきた。
　財務諸表監査の意義は，会社の経営者が作成した財務諸表という報告書に記載された財務情報が，
GAAPに準拠して作成されているかどうかという財務情報のGAAPへの準拠性について，当該
会社の財務諸表監査の監査人が監査するというものである。そして，この意義は，現在の監査理論
または監査基準においても有効である。たとえば，現行の監査基準「第一監査の目的」においては，
監査の目的は，財務諸表に記載された財務情報の表示の適正性に関し監査人が意見を表明すること
であると明記されている。
　しかし，今日では，たとえば，経営者や従業員による不正に対する監査，継続企業の前提につい
ての監査あるいは，平成20年4月1日より始まったいわゆる内部統制監査等の監査をめぐって，
それらを従来型の財務諸表監査の一環であるとするか否かについて，2つの考え方がある。
　前者の考え方によれば，これらの新しい3つの監査は，従来型の財務諸表監査と同様，わが国の
監査基準「第一　監査の目的」に示されている監査と同じ範疇に属する監査，すなわち財務情報の
表示の適正性に関する監査であるとされる。そのため，これらの監査も，わが国において法制度と
して行われている財務諸表監査の一環としての監査の意義を有することになる。この結果，従来行
われていた財務情報の表示の適正性の検証という財務諸表監査制度のなかに上記の3つの監査がふ
くまれることから監査そのものの概念が広がり，監査人の行う財務諸表監査の領域が拡大したこと
になる。
　これに対して，後者の考え方は，これら3つの監査は，従来の財務情報の表示の適正性の監査で
はなく，企業活動の妥当性を検証する監査であると捉えるべきであるとする。この考え方は，これ
らの監査は財務情報の表示の適正性の監査ではなく，それらの背後にある企業の諸活動そのものの
是非を検証する監査である点を強調することに基づいている。この考え方によれば，財務諸表監査
は，一方では従来の情報の表示の適正性の監査を保ちながら，他方で企業活動の妥当性の監査も行
うという監査の分化をもたらすことになる。この結果，財務諸表監査は2種類の監査が並存するこ
とになり，監査概念と監査業務の変容をもたらすことになる。
　本稿は，以上のような新しい3つの監査における2つの考え方を踏まえたうえで，まず，財務諸
表監査の監査人が行ってきた監査の領域が，従来の会計処理を対象とする監査領域から会計処理を
対象としない監査領域へと拡大してきたことを指摘し，あわせて領域拡大の例として3つの態様を
示す。そして，これら3つの監査態様の意義を財務諸表の表示の適正性に関する監査という観点か
ら考察する。その後翻って，これら3つの監査態様を本来的な意義においては監査領域の拡大と
して捉えるべきではなく，監査の内容の変化すなわち監査人が行う監査業務が変容してきた結果で
はないかということについて検討してみる。あわせて監査業務の変容の例として3つの態様を示す。
そして最後に，監査領域の拡大・監査業務の変容と監査人の新たな役割について検討することにす
る。
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1［　監査領域の拡大
1．会計処理と監査領域
（1）会計処理を対象とする監査領域
　すでに長吉〔2009〕において明らかにしたとおり，わが国の監査基準は当初の制定以来11回改
訂されているが，かかる監査基準改訂の背景には，監査基準の基礎をなす監査概念が大きく変化し
ている事実がある。このうち初期の監査概念は次のようにまとめることができる。
　監査基準は，昭和25年の制定以来，昭和58年までの約33年間に7回改訂された。それらの改
訂の内容は，ある時は本格的な財務諸表監査の実施に備えて監査基準を制定当初の啓蒙規定から実
践規範にするための改訂（昭和31年改訂）であったり，粉飾決算へ対処するための改訂（昭和40
年および41年改訂）であったり，またあるときは財務諸表の拡充にともなう監査制度の広がりに
対処するための改訂（昭和51年および52年改訂）であったりするが，これらの改訂に共通する特
徴は，監査基準の存在の母体を「会計」にしぼって，会計という領域のなかで監査のあり方や方法
を追求したことである。つまり，この33年間における監査基準改訂の特徴は，これらのすべての
改訂が，会計の存在を前提とし，会計のなかにおける監査を追求しようとしたことにあったのであ
る。そのため，その背後にある監査概念は，監査の対象を財務諸表にふくまれる財務情報とし，当
該財務情報が監査人の判断規準である「一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（Generally
Accepted　Accounting　Principles，　G　A　A　P）」にどの程度準拠しているのかを検証する「財務情報
のGAAPへの準拠性の検証」であったと考えることができる。
　かかる監査概念のもとにおける監査の特徴は，被監査会社の会計処理がGAAPへどの程度準拠
しているのかというGAAPへの準拠性を明らかにすることである。たとえば，被監査会社に何ら
かの不正が発生した場合，その不正による損害をどのように会計処理するかという被監査会社の会
計処理そのものが監査上のテーマとなるのである。ここにあっては，不正の発生自体は所与とみな
され，監査上検討されるべき論点は発生した損害等の会計処理なのである。
　このように，財務情報のGAAPへの準拠性の検証の観点においては，財務情報が情報として，
どの程度GAAPに準拠しているのかを検証するのが目的なのであって，当該情報自体の発生原因
の是非は問わない。このため，この段階における監査は財務諸表に示されている財務情報の検証1）
という特徴をもつことになる。そして，この場合の監査領域は財務情報としての「会計」である。
こうしたことから，この段階における監査の対象は被監査会社の会計処理であり，監査は，会社の
会計処理すなわち会計の存在を前提とし，会計のなかに包含されるという性格をもつことになる。
（2）会計処理を対象としない監査領域
　これに対して，平成元年5月ll日の監査実施準則の改訂では，企業の役職者や幹部による財産
上の不正の発生の可能性に対処するために，相対的に危険性の高い財務諸表項目に係る監査手続を
充実強化して，不正を事前に防止したりまたは早期に発見したりすることが改訂の理由であった。
1）このような監査を情報監査という。情報監査とは，ある情報が，当該情報に係る情報の適正性等の判断規
準にどの程度合致しているかを検証し，その結果を報告する監査である（内藤〔2000〕p．135）。
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ここにおいて問題となったのは，不正の発生を許した企業組織内部統制のあり方，あるいは経営
者の考え方等であり，不正によって発生した損害等の会計処理ではない。不正そのものの是非を問
うているのであり，不正を許した企業風土，あるいは企業内部の組織指揮・命令系統のあり方等
を問題としたのである。すなわち，この改訂は，被監査会社の会計処理のGAAPへの準拠性の検
証を意図したものではなく，不正の事前防止・早期発見という会計以外の目的のために行われたも
のであった。したがって，こうした監査は，従来の「財務情報のGAAPへの準拠性の検証」とし
て概念づけられる監査ではなく，企業活動そのものの是非を問う監査いい換えれば「企業活動の
妥当性の検証」2）という特徴を有すことになる。
　さらに，平成3年の監査基準の全面改訂においては，財務諸表の重要な虚偽記載を看過してはな
らないことを文言をもって示したり，監査リスクに対する十分な考慮を求めて監査手法としてリス
ク・アプローチを採用したりして，会計以外の内容が強化された。
　また，次の平成14年全面改訂では，不正に起因する財務諸表の重要な虚偽の表示に対する監査
の強化と継続企業の前提に関する監査が導入され，監査手法としてリスク・アプローチの浸透が図
られた。
　平成17年の改訂では，事業上のリスク等を重視したリスク・アプローチの考え方が導入された。
これは，いわゆるビジネス・リスク・アプローチとよばれる思考で，リスク・アプローチを単に財
務諸表だけでなく広く被監査会社の事業全体について適用し，被監査会社の事業そのものから由来
する財務諸表の重要な虚偽の表示を看過しないとする考え方である。
　このように，平成元年の改訂以降の改訂は，わが国に従前の「財務情報のGAAPへの準拠性の
検証」とは別の「企業活動の妥当性の検証」として概念づけられる監査をもたらした。しかし，そ
れでも，かかる監査は，なお，財務諸表の表示の適正性を検証するという従来型の財務諸表監査の
領域内にとどまっている。これについては後述する。
2．監査領域拡大の態様
　以上のように，平成元年の改訂以降におけるわが国監査基準には，企業活動そのものの是非を問
う監査，すなわち「企業活動の妥当性の検証」と概念づけられる監査が導入されたが，この監査の
態様は，不正に対する監査，継続企業の前提についての監査，内部統制に関する監査という3つの
監査に典型的に現れている。次のとおりである。
（1）不正に対する監査
　不正は，不正に関与しようとする「動機・プレッシャー」，不正を実行する「機会」，不正行為に
対する「姿勢・正当化」が関係している。たとえば，収入を超えた生活をしている者は，資産を流
用する動機をもつ場合がある。経営者が達成困難な利益目標について企業内外の関係者からのプ
レッシャーのもとに置かれている場合，とりわけ財務的な目標を達成できないことが許されない場
合には，不正な財務報告が行われる可能性がある。また，部門の責任者や特定の内部統制の不備を
知っている者など内部統制を無視できる立場にいる者は，不正な財務報告や資産の流用を実行する
2）このような監査を実態監査という。実態監査とは，情報監査に対置する概念で，自然人または法人が行っ
た行為またはその行為の結果が，当該行為に係る行為の妥当性等の判断規準にどの程度合致しているかを検
証し，その結果を報告する監査をいう（内藤〔2000〕p．135）。
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機会を有している。さらに，不正行為を働くことを正当化したり，不正であると認識しながら不誠
実な行動をとることを許容してしまうような姿勢人格または価値観を有している場合がある。普
段は誠実であっても，非常に強いプレッシャーを受けた場合には不正を働く可能性がある（以上，
監査基準委員会〔2008〕12項一部修正）。
　監査人がこれらの不正に対処するためには，まず，被監査会社の全経営者と全従業員について，
収入を超えた生活をしている者や達成困難な利益目標が設定されている者の動機とプレッシャーの
有無について検討しなければならない。そしてこうした検討は，動機とプレッシャーの発生原因を
究明するために，彼らの日常の生活態度についても対象とする必要がある。つまり，経営者や従業
員の実態，そしてその行為のメカニズムにまで踏み込んだ監査が必要となるのである。
　また，一般に，経営者は企業を誠実かつ適切に経営し，業務を遂行する責任を有している。その
ため，不正を防止または発見する責任は経営者にある。そしてその責任は，適切な内部統制を構築
し維持することによって遂行される（監査基準委員会〔2004〕8項）。しかし，経営者がいかに内
部統制を十分に構築し適切に運用したとしても，内部統制によってすべての不正または誤謬を防止
または発見することはできない。確かに内部統制は，不正または誤謬による財務諸表の虚偽の表示
の可能性を軽減する最も有効な手段ではあるが，完全なものではなく自ら限界3）があるからである。
そこで監査人は，企業の内部統制とは別の立場からの検証として監査を実施するのである。その目
的は，財務諸表の重要な虚偽の表示を看過することなく事前に防止したりまたは早期に発見したり
するためである。
　こうしたことから，現代の監査においては，監査人は，重要な虚偽表示のリスクの評価に際して，
不正に起因する財務諸表の重要な虚偽の表示がどの程度発生する可能性があるかについて検討しな
ければならない。そして，この検討は，被監査会社の全経営者と全従業員の日常の行為のメカニズ
ムと内部統制の整備・運用状況に及ぶのである。
　このように，不正に関する監査は，財務諸表に示された財務数値のGAAPへの準拠性について
だけ検証するという従来型の情報監査にとどまるものではなく，財務数値が計上された背後にある
不正を許した企業風土，あるいは企業内部の組織，指揮・命令系統のあり方についての検証も必要
とするのである。この意味で不正についての監査は，「企業活動の妥当性の検証」としての意義をもっ
ているといえる。
（2）継続企業の前提についての監査
　また，今日では，監査人は，被監査会社の事業継続能力すなわち被監査会社の継続企業の前提に
ついても監査を行うことが求められている。こうした継続企業の前提についての監査は，次の3つ
の検討からなっている。
3）一般に内部統制の限界として，次の4つがあげられる（企業会計審議会〔2007〕1．3．一部修正）。
◆内部統制は，判断の誤り，不注意，共謀によって，有効に機能しなくなる場合があること。
◆内部統制は，当初想定していなかった組織内外の環境の変化や非定型的な取引等には，必ずしも対応しな
　い場合があること。
◆内部統制の整備および運用に際しては，費用と便益との比較考量が求められること。
◆経営者が不当な目的のために内部統制を無視または無効ならしめることがあること。
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　①第1段階の検討……継続企業の前提に重要な疑義をいだかせる事象または状況の有無に関す
　　　　　　　　　　　　　る検討
　②第2段階の検討……当該事象または状況が存在すると認められた場合に，継続企業の前提に
　　　　　　　　　　　　基づいて財務諸表を作成することの是非の判定のために，経営者の対
　　　　　　　　　　　　応や経営計画の妥当性に関する検討
　③開示の適正性………当該重要な疑義に関する事象や状況の財務諸表における開示の適正性に
　　　　　　　　　　　　　関する検討
　以上の3つの検討のうち，第1段階の検討は，企業の資金調達能力にマイナスの影響を与える事
象または状況の有無についての検討であり，第2段階の検討は，企業の資金調達能力の有無につい
ての検討である。こうしたことから，これらの2つの段階における検討は，当該企業における継続
企業の前提そのものに対する検討と考えることができる。
　しかしながら，監査人がこうした事項とくに第2段階について検討することは，経営者による当
該企業の現状の経営実態や資金調達能力にまで入り込んでその是非について検討することを意味し
ているため，従来の監査とはかなり異なった監査をもたらすことになる。かかる検討は，従来の財
務諸表監査の枠組みを超えて相当程度企業の実態にまで入り込み，しかも経営者としての観点から
経営に関する資料を分析して，当該企業の資金調達能力を踏まえたうえで事業継続能力を判断する
もの（森〔1992〕pp．14－16）となるからである。
　監査人によるこのような検討は，監査人が財務諸表に計上されている財務情報の適正性を検証し
て当該財務情報のGAAPへの準拠性の程度に関して意見を表明するという従来型の財務諸表監査
ではない。少なくとも，過去の財務情報が記載された報告書としての財務諸表を検証するという意
味での監査ではない。継続企業の前提についての監査は，継続企業の前提に重要な疑義をいだかせ
る事象または状況を解消あるいは大幅に改善させるための経営者の対応または経営計画の妥当性を
立証するという性格を有する監査なのである。
　こうしたことから，この監査は，従来の財務諸表監査とはかなり性格が異なった監査を招来する
ことになる。この監査においては，財務諸表に記載された財務情報のGAAPへの準拠性の検証は
もちろん必要であるが，それ以上に，企業の実態に踏み込んだ監査が要求されることになる。この
監査は，企業そのものの現状や将来の展望についての検討または評価を指向し，これにともなう経
営者の思考や将来の予測に関する監査人の意見を提供するというものである。その結果，こうした
監査は従来の財務諸表監査とは異なって，検証対象が必ずしも財務情報ではない監査を創出してい
くことになる。すなわちこの監査は，情報としての財務諸表の監査という意味での監査ではなく，
財務諸表の監査もふくむがそれだけにとどまらず，もっと広い意味で「企業活動の妥当性の検証」
という性格を有する監査となるのである4）。
4）企業会計審議会〔2002〕は，監査人は，「具体的には，継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象や状
況の有無，合理的な期間（少なくとも決算日から1年間）について経営者が行った評価，当該事象等を解消
あるいは大幅に改善させるための経営者の対応及び経営計画について検討する。」（以上，企業会計審議会
〔2002〕三6（1）および（2）としており，財務諸表監査における会計処理や開示の適正性に関する意見
表明とは別の検討課題を示している。
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（3）内部統制に関する監査
　平成20年4月1日以降開始する事業年度より，いわゆる内部統制監査5）がはじまった。内部統
制監査とは，「経営者の作成した内部統制報告書が，一般に公正妥当と認められる内部統制の評価
の基準に準拠して，内部統制の有効性の評価結果をすべての重要な点において適正に表示している
かどうかについて，監査人自らが入手した監査証拠に基づいて判断した結果を意見として表明する
こと」（企業会計審議会〔2007〕皿．1．）である。
　企業会計審議会が想定する内部統制監査のスキームは，経営者が作成した内部統制報告書につい
て，同報告書が内部統制の有効性の評価結果をすべての重要な点において適正に表示しているかど
うかについて，当該会社の財務諸表監査の監査人と同一の監査人が監査する6）というものである。
つまり，企業会計審議会が想定している内部統制監査の対象は経営者が作成した内部統制報告書で
あって，企業の内部統制そのものではない。そのため内部統制監査は，内部統制報告書に記載され
た情報の適正性についての監査という性格をもつことになる。この点で，この監査は「財務情報の
GAAPへの準拠性の検証」という財務諸表監査の監査概念と同様の性格をもつものである。
　しかしながら，監査人が経営者の作成した内部統制報告書の適正性について監査意見を表明する
ためには，監査人はその会社の内部統制の有効性そのものについても検証する必要がある。すなわ
ち，監査人は，当該会社の内部統制の有効性そのものについても検証してその有効性に関する心証
を得て，これと内部統制報告書とを比較検討することによってはじめて内部統制報告書の適正性に
ついて評価することができるのである。
　そこで，監査人は，会社の内部統制の有効性についての心証を形成するために，まず当該会社の
内部統制が有効に機能するような制度設計になっているか否かを検討し，次いで，会計伝票や各種
帳票等の会計諸資料からサンプルを抽出して，会社の内部統制が当初設計したとおりに有効に機能
　こうした企業会計審議会〔2002〕の思考から，とくに次の3つの点が問題となる。
　①監査人が経営者の対応や経営計画について判断する規準は，GAAPではない。その理由は，経営者
　　の対応や経営計画は「会計処理や開示」ではないからである。では企業会計審議会〔2002〕は，何をこ
　　の場合の判断規準にしようと考えているのであろうか。これに関して企業会計審議会〔2002〕は何も示
　　しておらず，不明である。
　②監査人が経営者の対応や経営計画について検討する際のポイントは，会社の財務指標関係財務活動
　　関係，営業活動関係等である。つまり，監査人の検証対象は「会計処理や開示」ではない。このような
　　監査は，財務情報のGAAPへの準拠性を検証する監査ではないため財務諸表監査とは考えられないが，
　　企業会計審議会〔2002〕はこれを財務諸表監査の一環と位置づけている。しかし企業会計審議会〔2002〕
　　は，その理論的根拠を何も示していない。
　③企業会計審議会〔2002〕は，一方で，監査人は会社の「会計処理や開示の適正性に関する意見表明」
　　を行うといい，他方で，監査人は会社の「経営者の対応及び経営計画について検討する」とし，いずれ
　　も財務諸表監査の一環と位置づけている。しかし企業会計審議会〔2002〕は，これら性格の異なる両監
　　査の相互関係については何も示しておらず，不明である。
5）この監査と公認会計士業務との関連については長吉〔2008〕を参照されたい。
6）ここで「当該会社の財務諸表監査の監査人と同一の監査人」とは，監査事務所のみならず，監査業務の執
行も同一の監査人が行うことを意味する（企業会計審議会〔2007〕皿．2．）。
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しているかどうかについて検証することになる。
　こうしたことから，監査人が行う内部統制監査は，企業会計審議会が想定した内部統制報告書と
いう情報の適正性についての監査とは異なり，内部統制それ自体の有効性についての監査もふくむ
監査となる。つまり，内部統制監査は，意見表明の形式においては，経営者の作成した内部統制報
告書に記載された情報を監査の対象として，その記載内容の適正性について監査意見を表明すると
いう情報に関する監査の一環となっているが，その実質は，事実としての内部統制の有効性そのも
のについても検証しなければならないのである。こうしたことから，監査人が行う内部統制監査は
「企業活動の妥当性の検証」という性格をもつ監査となる。
3．監査領域拡大の意義
　以上のように，監査人が行う監査の領域は，経営者や従業員による不正，継続企業の前提，そし
て内部統制についての監査へと拡大してきている。しかし，これらはいずれも現在の法制度に基づ
いて行われている監査であり，したがって財務諸表監査の範疇にふくまれる監査となっている。そ
してその財務諸表監査の最終目的は，当該財務諸表の信頼性の程度に関する自らの意見を一般投資
者，すなわち当該企業の利害関係者に公表することによって，彼らが不測の損害を被ることを防ぐ
ことにある。いわゆる利害関係者の利益擁護である。この利益擁護は，監査人が，財務諸表がGA
APに準拠して適正に表示されているか否かに関する意見を公表することによって行われる。かか
る意見は，財務諸表の表示の適正性に関する意見といわれている。
　監査人が表明する監査意見の内容は，監査基準の「第一監査の目的」7）で端的に示されている。
次のとおりである。
《図表1》監査基準「第一監査の目的」
財務諸表の監査の目的は，経営者の作成した財務諸表が，一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して，企業の財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの
状況をすべての重要な点において適正に表示しているかどうかについて，監査人が自
ら入手した監査証拠に基づいて判断した結果を意見として表明することにある。（後略）
　この記述で明らかなように，財務諸表の監査の目的は意見表明であり，その意見の内容は，「財
務諸表が，（中略）企業の財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況を（中略）適正に表
示しているかどうか」である。
　以上のことから，わが国の財務諸表監査は財務諸表の表示の適正性に関する監査8）であるとい
うことができる。そして，この財務諸表監査の領域は，次の2つの監査にまとめることができる。
①財務情報のGAAPへの準拠性を検証する監査……会計処理を対象とした監査
7）監査基準「第一監査の目的」の設定の意義と構成については長吉〔2007a〕を，また監査の目的と期待ギャッ
プ縮小ための方策との関連については長吉〔2007b〕第1部第2章と第ll部第9章を参照されたい。
8）この監査は現在でもわが国財務諸表監査の中心である。その理由は，本文中で示した監査基準の「第一
監査の目的」に「財務諸表の監査の目的は，（中略）財務諸表が，（中略）適正に表示しているかどうかにつ
いて，監査人が（中略）意見として表明することにある。」（傍点は筆者による）とされていることからわか
るように，監査人の監査意見は財務諸表の表示に関して表明されるからである。
会計論叢第4号 一8一
　②企業活動の妥当性を検証する監査……・…・………・…会計処理を対象としない監査
　わが国の財務諸表監査は従来の①の監査から，②の監査も包含する監査へとその領域を拡大して
きた。その結果，現在では，①か②かという違いはあるものの，いずれも法制度の枠内において行
われているわが国財務諸表監査の一環，すなわち財務諸表の表示の適正性に関する監査という範疇
にふくまれる監査として展開している。
　このようにわが国の監査は，監査基準したがって監査概念の変化によって従来の財務情報のGA
APへの準拠性の検証から企業活動の妥当性を問う監査へと拡大してきたが，それでもなお財務諸
表の表示の適正性を検証する監査にふくまれるのである。ここに，監査の領域は拡大したがその内
容は変化していないという，監査領域拡大の意義をみることができる。
皿　監査業務の変容
1．監査業務変容の意義
　以上のように，監査領域の拡大とは，企業活動の妥当性を検証する監査，すなわち会計処理を対
象としない監査であっても，財務諸表の表示の適正性に関する監査という法制度に基づく監査にふ
くまれるという事実に基づく思考である。そしてこの会計処理を対象としない監査は，不正に対す
る監査継続企業の前提についての監査，内部統制に関する監査という3つの監査に典型的に現れ
ている。
　しかし，このような企業活動そのものの妥当性を検証する監査は，本来は，監査自体の目的，方
法，対象等において，財務諸表の表示の適正性を検証する監査とは異なる監査のはずであり，相当
程度に論理的に矛盾した監査思考をもたらすことになっている。つまり，企業活動の妥当性を検証
する監査は，会計処理の妥当性を検証対象とはしない監査であるため，論理的には，財務諸表の表
示の適正性の領域外にある監査であると認識すべきであると考えられるのである。つまり，こうし
た監査は企業活動そのものの妥当性を検証する監査であるため，財務諸表の表示に関する監査とは
関係ないはずなのである。かかる考え方は次の事実から明らかである。
　◆不正に対する監査は，財務数値が計上された背後にある不正を許した企業風土，企業内部の組
　　織指揮・命令系統のあり方について検証する監査であるため，財務諸表に記載された財務
　　情報の表示とは関係がない。
　◆継続企業の前提についての監査は，企業そのものの現状や将来の展望についての検討または評
　　価を指向し，これにともなう経営者の思考や将来の予測に関する監査人の意見を提供する監
　　査であるであるため，財務諸表に記載された財務情報の表示とは関係がない。
　◆内部統制に関する監査は，事実としての内部統制の有効性そのものについて検証する監査であ
　　るであるため，財務諸表に記載された財務情報の表示とは関係がない。
　こうした思考をさらに敷術して考えてみると，上記3つの監査は，現在のわが国の法制度におい
ては財務諸表の表示に関する監査の一環としてとり扱われているが，本来的には，財務諸表の表示
に関する監査とは別の企業活動の妥当性を検証する監査として認識すべきであると考えられる。
　以上の結果，監査業務は，従来の財務諸表の表示の適正性に関する監査から，企業活動そのもの
の妥当性を検証する監査が分離されることから，監査の変容をもたらすものとなるのではないかと
考えられる。後者が分離される理由は，監査自体の対象，目的，方法等が前者とは異なるからであ
る。この分離は上記3つの監査を嗜矢とする。ここで監査業務の変容とは，監査が財務諸表の表示
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の適正性を検証する監査から表示の適正性の検証以外の監査業務を分離することによって，監査自
体の概念が変化し，これにともなって監査業務の内容が変化することをいう。
　こうしたことから，将来，もし，監査業務がこのように変容していくとすれば，財務諸表監査の
監査人が担当する監査は，財務諸表の表示の適正性に関する監査から，さまざまな分野において検
証業務全般9）を行う専門家，すなわち広範な検証業務を行う検証業務の専門家になっていくので
はないかと考えられる。これについては後述する。
2．監査業務変容の態様
　監査業務が以上のように変容していくとすれば，監査人は，これらの監査を誠実に実施するため
に，監査基準が想定する情報の適正性の検証を超えて，監査基準が想定していない企業活動の妥当
性についての監査にまで監査の領域を広げなければならない。監査業務の変容については，現在，
次の3つの態様がある。
（1）AICPAとIFACの提唱する業務
　アメリカ公認会計士協会（The　American　lnstitute　of　Certified　Public　Accountants，　A　I　C　P　A）
は，かねてより次の6つの業務を提唱している（AICPA〔1997〕，　Ricchiute〔2006〕pp．756－780）。
《図表2》AlCPAが提唱する保証業務
業務の名称 業務の内容
電子商取引
iElectric　Commerce）
デジタル式電子支払いシステム，暗証番号システム，広範囲なコンピュータ・ネットワーク，そ
ｵて電子システムのソフトウェアをふくむ電子取引と通信の信頼性と安全性の保証
健康ケア
iHealth　Care）
健康ケア組織によって提供されるサービスの質と成果の保証。健康ケアに関する情報システムと
攝ｧに関する報告をふくむ
リスク評価
iRisk　Assessment）
企業が遭遇する不測の事態の発生可能性とその大きさに関する情報の質の保証
システムの信頼性
iSystems　Rehability）
情報システムの完全性と統制に関する保証
事業の業績測定
iEntity　Performance）
製品の市場占有率とその品質の保証そしてトップ企業との比較のような業績測定の適切性と信
叶ｫの保証
高齢者ケア（Elder　Care）高齢者の財務取引と，たとえば在宅介護の状況などの保証
　このように，AICPAが提唱する監査業務の内容からわかるように，監査の対象は財務情報だ
けではなく非財務情報をもふくめた情報一般と当該企業が行うさまざまな活動であり，また，その
意義は企業が行う諸活動の妥当性の検証である。
9）こうした業務は広く保証業務と総称される。そして，監査と保証業務は，IFAC〔2006〕では同種の検証
業務として定義されていた（IFAC〔2006〕p．14）が，　IFAC〔2007〕およびIFAC〔2008〕では，前
者は”Financial　statement　audit　engagement”，後者は”Assurance　engagement”（IFAC〔2007〕p．117お
　よびp．120，IFAC〔2008〕p．119およびp．122）として別の業務として定義されている。しかし，本稿におい
ては，監査と保証業務とを正確に定義することが目的ではなく，それらの業務の多様化についての動向を検
討することが目的であるため，ここではこれらを同義として扱う。
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　また，国際会計士連盟（lntemational　Federation　of　Accountants，　I　F　A　C）は，非財務情報（コー
ポレート・ガバナンス，統計，環境），システムおよび運営手法（内部統制，コーポレート・ガバ
ナンス，環境管理システム），行動（コーポレート・ガバナンス，規則への準拠人的資源活用業
務など）についての監査人の関与を提唱している（ISAE〔2004〕＃3000　Appendix）。これらはい
ずれも会計または監査業務以外の業務であり，財務諸表監査の監査人による検証の対象が変化し，
それにともなって監査業務の目的や方法も変化するであろうことを示している。
（2）地方自治法による業務
　さらにわが国においても，将来の保証業務の観点からは，以上のAICPAとIFACが提唱す
る業務の延長線上にある業務として，いわゆる業務監査，経済性監査，効率性監査，プログラム監
査，準拠性監査，経営監査，社会監査，環境監査など事実そのものを検証するさまざまな業務にま
で展開していくことが想定されている。このような監査はここでは次のように定義される。
　業務監査……会計以外の諸業務の監査で，その主たる目的は，内部監査人や公認会計士が経
　　　　　　　　営者のために，業務活動の準拠性と有効性，ならびにそれらの合理性（経済性）
　　　　　　　　または能率性を監査し問題点と勧告事項を報告することである（安藤他〔2007〕
　　　　　　　　p．320）。
　また，O’Reilly　et　al．〔1998〕によれば，業務監査は次の経済性監査および効率性監査とプログラ
ム監査からなるとしている。
　経済性監査および効率性監査…業務監査の一環であり，①事業体が資源（職員，財産および
　　　　　　　　場所など）を経済的かつ効率的に獲得し，保全し，利用しているかどうか，②
　　　　　　　　非効率または不経済な業務をもたらした原因，および③事業体が経済性および
　　　　　　　　効率性の問題に関する法律および規則に準拠しているかどうかを判定する監査
　　　　　　　　（O’Reilly　et　a！．〔1998〕p．2・4，中央〔1998〕pp．38－39）。
　プログラム監査…業務監査の一環であり，①議会または他の権限のある機関が設定した所期の
　　　　　　　　結果または利益の達成度，②組織プログラム，活動または機能の有効性，お
　　　　　　　　よび③事業体が，プログラムに適用される重要な法律および規則に準拠してい
　　　　　　　　るかどうかを判定する監査（O’Reiily　et　al．〔1998〕p．2・4，中央〔1998〕p．
　　　　　　　　39）。
　準拠性監査…事業体の行う業務活動が，特定の方針，手続法律，規則または契約を遵守して
　　　　　　　　いるかどうかを判定する監査（O’Reilly　et　al．〔1998〕p．2・3，中央〔1998〕p．37
　　　　　　　　一部修正）。
　経営監査……公認会計士や内部監査人が経営者のために企業の経営活動を全社的な立場から監
　　　　　　　　査し，問題点と勧告事項を報告することを目的とする監査（安藤他〔2007〕p．350）。
　社会監査……一般に認められた定義はないが，企業の社会的活動，あるいは社会的業績の評価
　　　　　　　　および監査をいう（安藤他〔2007〕p．679）。
　環境監査……企業が環境保全を図っているかどうかという観点に加え，社会が必要としている
　　　　　　　　財貨等を適正な利潤をもって供給するという伝統的な社会責任，企業が環境保
　　　　　　　　全のために経営資源の配分や経営計画を策定しているか，あるいはそれに関連
　　　　　　　　する情報を提供しているかについて行う監査をいう（安藤他〔2007〕p．215）。
　こうした監査は，概念的な監査業務にとどまらず，現在でも，実際にわが国の地方自治体監査に
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おいて取り入れられているものである。すなわち，地方自治体監査の根拠法令である地方自治法第
252条の27，およびその目的を規定している第2条第14項と第2条第15項は，次のように規定し
ている。
《図表3》地方自治法第252条の27，第2条第14項および第2条第15項
第252条の27　この法律において「外部監査契約」とは，包括外部監査契約及び個別外部監査
契約をいう。
2　この法律において「包括外部監査契約」とは，第252条の36第1項各号に掲げる普通地
方公共団体が，第2条第14項及び第15項の規定の趣旨を達成するため，この法律の定める
　ところにより，次条第1項又は第2項に規定する者の監査を受けるとともに監査の結果に関
する報告の提出を受けることを内容とする契約であつて，この法律の定めるところにより，
毎会計年度当該監査を行う者と締結するものをいう。
3　（省略）
第2条第14項　地方公共団体は，その事務を処理するに当っては，住民の福祉の増進に努め
るとともに，最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。
第2条第15項　地方公共団体は，常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに，他の地
方公共団体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。
　このような地方自治法第252条の27の規定により，地方公共団体の包括外部監査を担当する監
査人は，地方公共団体が「最少の経費で最大の効果を挙げる」ように努めたか否かとか，「組織及
び運営の合理化に努める」ようにしたか否かについて監査することが求められている。こうした監
査は，上記の業務監査の一環であり，とくに経済性監査および効率性監査とプログラム監査の両監
査そのものである。
　このように現在のわが国では，現実の法制度として包括外部監査人にこのような監査が求められ
ているのである。そして実際問題としてわが国の包括外部監査人には公認会計士が就任するケース
が多いため，包括外部監査人としての公認会計士は，情報の適正性を検証する財務諸表監査を行う
一方で，経済性監査・効率性監査とプログラム監査という実態監査も実施しなければならなくなっ
ているのである。
（3）官公庁の要請する業務
　また，現在の公認会計士には官公庁からさまざまな業務の要請がきている。たとえば次のような
要請である（JICPA〔2008a〕P．55，　JICPA〔2008b〕PP．23－24）。
《図表4》公認会計士に対する官公庁からの業務要請
担　当　職 要請される業務の内容
外務省の任期つき職員 経理業務の検証を中心とした監察査察関連業務
内閣府の任期つき職員 公共サービスのコストや業務実施状況に関する適正な情報開示の検討・調整ｯと民との会計制度の相違を踏まえた官民競争入札等における落札者決定に係る評価の検討
整理回収機構の任期つき社員 金融機関からの依頼に基づいて行う企業再生における再生計画検証や関係者間の調整等ｮ理回収機構が有する債権にかかる債務者企業の再生のための再生計画検証や関係者間の調整等
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　このように，現在の公認会計士には官公庁からもさまざまな業務の要請がきているが，これらの
業務は財務諸表監査の監査人が従来行っていた監査業務ではなく，最近になって新たに要請される
ようになった新しい業務である。かかる新しい業務が公認会計士に要請されるようになった事実は，
公認会計士の行う業務が変容してきていることを示すものである。
］V　拡大・変容と監査人の新たな役割
　以上のように，財務諸表監査の監査人が行う業務は，その領域が拡大しまた変容してきている。
そして，今後もこのような業務領域の拡大・変容の傾向が続いていけば，財務諸表監査の監査人が
担う業務は2種類の業務に分化すると考えられる。
　1つは，財務諸表監査の監査人が従来から担当してきた財務諸表監査である。この業務は財務諸
表監査の監査人にとって本来の業務であり，また，証券・資本市場における財務諸表の重要性が低
下するとは考えられないので，この業務は，業務領域が拡大しても財務諸表監査の監査人の担当業
務として，依然継続するであろう。
　他の1つは，業務領域の変容にともなう業務内容の変化である。監査人の担当する業務領域が変
容していけば財務諸表監査の監査人だけではすべての業務を適切にはなし得ないため，会計または
監査業務以外の業務についてそれぞれの分野に精通した専門家に委託しなければならなくなる。そ
して，究極的には，監査人本人は全体のすべての業務をまとめる総括的な業務に特化するようにな
るのではないかと考えられる。
　つまり，将来の監査人は，自らが契約当事者となったさまざまな分野の検証業務を適切に行うた
めに，会計および監査以外の分野についてはそれぞれの専門家に業務を委託して検証してもらい，
当該監査人本人は，それぞれの専門家による検証結果を総括的にまとめ上げて，結論としての検証
業務全体に関する意見を表明する業務に特化することになるのではないかと考えられるのである。
　このように，監査業務の領域が拡大しまたその業務が変容し，かつ財務諸表監査の監査人がこう
したさまざまな業務に参入するとすれば，業務がさらに細分化され分業化されることから，監査人
による業務の対象は財務情報だけではなく非財務情報もふくみ，また企業の行為や行動をもふくめ
たさまざまな対象が考えられるようになる。これにより財務諸表監査の監査人は，拡大した業務を
総括的にまとめ上げ，そして自らが契約した業務全体に関する意見を表明することに特化する業務
を行うように変わっていくことになると考えられる。
V　むすび
　わが国の財務諸表監査制度は，財務諸表に示された財務情報のGAAPへの準拠性を検証する制
度として，長年にわたってわが国証券・資本市場において重要な役割を果たし続けてきた。この監
査は，昭和25年の監査基準の制定，およびそれによる昭和32年の正規の財務諸表監査の開始以来，
継続してわが国証券・資本市場に貢献してきたのである。
　その後，平成元年に企業の役職者による財産上の不正行為が多発したことから，監査基準が改訂
されて不正に対する監査が監査の目的のなかに明示され，また平成14年には継続企業の前提につ
いての監査が導入された。さらに平成20年からはいわゆる内部統制監査が始まった。これらの3
つの監査は，企業の会計処理を監査対象としない監査であることに共通の特徴がある。つまり，平
成元年の監査基準の改訂以前の監査においては，わが国の財務諸表監査は企業の会計処理を監査の
対象とする監査に限定されていたが，これらの3つの監査が財務諸表監査に導入されたことによっ
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て，会計処理を監査対象としない監査も法制度のもとで行われる監査として実施されることになっ
たのである。
　これにともなって，これらの3つの監査の意義を従来型の財務諸表監査の一環であるとするか否
かについて，2つの考え方が生じることになった。
　1つの考え方は，財務諸表監査は，会計処理を監査対象にするか否かにかかわらず，わが国にお
いて現に法制度として行われている監査であるという事実を重視する考え方である。この考え方に
よれば，これら3つの監査は会計処理を監査対象としない監査ではあるが，現に法律に基づいて行
われていることから，財務諸表監査という範疇にふくまれることになる。これにより，わが国の監
査は，会計処理を監査対象としない監査もそのなかに包含することになり，監査の領域が拡大する
結果をもたらすことになる。
　これに対して，2つ目の考え方は，これら3つの監査は，従来の財務情報の表示の適正性の監査
ではなく，企業活動の妥当性を検証する監査であると捉えるべきであるとする考え方である。この
ように捉える理由は，監査自体の対象，目的，方法等が，財務情報のGAAPへの準拠性を検証す
る監査とは異なるからである。その結果，この考え方によれば監査業務には，従来の財務諸表の
表示の適正性に関する監査と，企業活動そのものの妥当性を検証する監査とが並存することになり，
監査概念の変容をもたらすことになる。
　以上のように3つの新しい監査の意義をめぐって2つの考え方があるが，後者の考え方に従えば，
新しい監査業務が出現したことにともない監査人が行う業務が2種類に分化することになる。1つ
は従来からの財務諸表監査である。証券・資本市場における財務諸表の重要性を考慮すれば，この
業務は依然として継続するであろう。他の1つは，業務領域の変容にともなう業務内容の変化であ
る。これには，現在，AICPAとIFACが提唱する業務，地方自治法による業務，そして官公
庁の要請する業務がある。そして，さらに業務領域が変容していけば業務がさらに細分化され分
業化されることになる結果財務諸表監査の監査人だけではすべての業務を適切にはなし得ないた
め，各分野に精通した専門家に業務を委託しなければならなくなる。それにより，究極的には，監
査人本人は全体のすべての業務をまとめる総括的な業務に特化するようになると考えられる。
　このように，新しく生じた3つの業務を法制度の一環と考えるか，別個の業務と考えるかによっ
て，監査人が行う業務の意義は大きく異なるものとなる。そこで，現在の財務諸表監査は，その対
象にさまざまなものをふくむようになってきたが，この傾向はさらに進展すると考えられることか
ら，新しい業務を企業の妥当性の検証として別個の業務と考えるべきであると考える。その結果
将来の監査人の業務はさらに多様化し，かつ総括的な業務に特化するように変わっていくことにな
ると考えられる。
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